予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：観光費　　　目：観光開発費
	事業名: 岐阜県観光連盟補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　観光課　国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内3079）

　　　　　　　　　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp　
	事業費


　要求額：72,329千円（前年度予算額：70,109千円）

	要求内容


	１　要求の内容


県内最大の民間観光団体である（社）岐阜県観光連盟の事業推進体制の強化及び、同連盟が実施する観光商品販売促進事業等に対し支援を行い、岐阜県の観光消費額のさらなる増大を図る。

＜観光連盟実施事業＞

①観光商品販売促進事業（インターネットを活用した旅行商品の販売促進、商談会の開催、旅行会社等の招聘などによる旅行商品の造成促進、海外プロモーションの実施、名古屋センター等での販促活動の実施）

　②観光連盟運営事業（常勤職員の人件費、事務所管理費など）

	２　所要経費


（１）観光商品販売促進事業(19,000)　補助率10/10                  H23(19,000)

（２）人件費補助(45,894)　補助率10/10　（常勤職員等人件費）      H23(32,980)
（３）運営費補助(7,435)　 補助率1/2以内（事務所使用料等）   
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	70,109
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	70,109

	要求額
	72,329
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,329

	決定額
	72,329
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,329


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成23年度から、唯一の県内全域を範囲とする観光事業団体として方向性、組織を全面的に見直し、活動の軸足をこれまでの情報発信から観光商品を売ることに転換、

「キャンペーンで売る」「「インターネットで売る」「「海外で売る」「名古屋で売る」「会員支援」という5つの柱により、観光商品をオール岐阜県で販売を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	2,372

億円
（H23）
	2,600

億円
（H29）
	91.2％


	観光入込客数
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	3,589

万人
（H23）
	3,800

万人
（H29）
	94.4％


	宿泊客数（延べ人数）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	560

万人
（H23）
	600

万人
（H29）
	93.3％



· 　平成２３年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能

（平成24年度の取組）

	・ＮＥＸＣＯ中日本、ＪＲ東海等との共同キャンペーンの開催

・旅行会社、メディアを対象とした東京商談会の開催

・東南アジアにおける現地旅行会社訪問

・インターネットによる販売促進


（平成24年度の成果）

	・ＮＥＸＣＯ中日本と「清流の国ぎふ旅キャンペーン」の実施(7/12～10/31)

・ＪＲ東海と「新緑＆清流キャンペーン」の実施(5/7～7/12)

・ＪＲ東海と「大井宿と明知鉄道きのこ列車の旅」実施(10/13～11/11)
・岐阜県観光商談会の開催（東京国際フォーラム、10/25）
・シンガポール、マレーシアにおけるセールスコール(6/24～30)

・岐阜県観光案内サイト“ぎふの旅ガイド”の運営


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　より具体的な観光商品の販売に特化した事業を実施しており、県が行う魅力の発信と連動することにより観光消費額の増加が期待できるため、事業の必要性は高い。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△


	　消費単価の高い宿泊客の減少とともに、観光消費額は緩やかに減少している中、会員を束ね、ＮＥＸＣＯ中日本やＪＲ東海と連携したキャンペーンを実施するなど、効果も見られる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　県との役割分担の下、旅行会社や会員観光関連企業から職員を派遣、旅行商品を販売する体制を整え、県とも連携しながら事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　本県の観光客に占める割合が高い中京圏（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県）からの来県頻度の向上（リピーター確保対策）。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県との役割分担の下、観光商品を売ることに特化した事業を行っており、観光消費額を増やすためには不可欠である。今後は、中京圏をはじめ、首都圏・関西圏など大都市圏をメインターゲットとして、本県ならではの魅力ある旅行商品の造成による潜在顧客の掘り起こしを進めるとともに、キャンペーン等により販売を促進し、県とともに観光客の本県観光への誘導を促進する。


